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　　学務課長　　林　　　栄　喜　　　　生涯学習課長　　有　馬　　　潤
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署　名　委　員

　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前　１０時００分　開会

委　員　長　　本日は、５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２３年第１回の教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、茂木次長、矢嶋庶務課長、林学務課長、有馬生涯学習課長、中川指導室長、浅賀新しい学校づくり担当課長、中島学校地域連携担当課長、近藤中央図書館長の、以上８名でございます。

○署名委員の指名
委　員　長　　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により谷田委員にお願いいたします。

　本日の委員会は２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○報告事項

１．「いたばし学び支援プラン」第２期計画　最終のまとめ（案）について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料庶－１）（庶務課）

委　員　長　　それでは、報告事項について聴取いたします。

　報告１「「いたばし学び支援プラン」第２期計画　最終のまとめ（案）について」、庶務課長から報告願います。

庶務課長　　資料庶－１でございますが、「学び支援プラン」をほぼ１年かけてまとめてきておりますけれども、最終のまとめに向けて時間も迫ってきましたので、今日、現時点での包括的なところの中でお話をして、意見をお伺いしたいと思っております。

　この「いたばし学び支援プラン」の冊子の前に２ページほどの紙がついていますけれども、これはこれまで説明してきた内容とほぼ同じです。

　学び支援プラン第２期については、平成２３年から平成２５年の期間を対象とした、教育振興のための推進計画についてでございますけれども、検討の組織、それから検討の方向性についてもこれまでどおり。

　「施策の体系」、「重点施策」はこれまでどおりのものを実施します。

　「重点事業」については、特に、これは期間限定で３年間、取り組み事業について明確かつ具体的に記述をする。

　「その他、実施事業」についても、第一期計画からの状況の変化に加えて、この３年間第二期の事業量及び２７年度の目標を具体的に実施。関係団体との意見聴取ということと、区の実施計画である「いたばしＮｏ．１実現プラン」との整合を図りながらこの計画を作成するという内容。これは、この前に説明したとおりです。

　裏面の８つの重点施策と、現在は２３の重点事業ですけれども、これを３つ増やして２６の重点事業にするといった内容でございます。

　それから３ページ目の、これまでの第１期計画との主な変更点ですけれども、10項目ほど上げている。この内容について、この項目については、皆さん説明をしておりますが変わることはございません。

　それから最後のページで、４ページ目ですが、パブリックコメントに寄せられた意見ということで、１２月にパブリックコメントを実施しました。ここで寄せられた意見ということで、大きく４項目ありまして、特別支援教育の充実についてというところで、例えば①番の、障がい児が増えていることが問題であるかのような表現があるがここを改めてほしいといった内容ですとか、介添員の採用時には教員免許資格者を充ててほしいというようなこと。

　それから（２）では、もっとわかり易い情報の公開をということ。それから、３つ目に、ＰＤＣＡサイクルと住民参加。色々な工夫が試されるべきである。（４）生きる技術の習得として、自転車の乗り方、点検、整備修理を学ぶことを提案するといった意見もありました。

　このコメントについては、現時点では、こんなご意見をいただいておりますということでご説明させていただきたいと思います。

　この冊子の方をご覧ください。

　これも何回か出させていただいて、簡単に、前回との変更している部分等を取り上げてご説明させていただきたいと思います。

　３ページをご覧ください。

　これは「計画の進め方」というところがありますけれども、当初、一番最初に学び支援プランをつくったときには対象期間は平成２３年から２４年の２年間でしたけれども、「いたばしＮｏ．１実現プラン」との整合を図るということで、平成２３年から平成２５年に変えました。これを少し「いたばしＮｏ．１実現プラン」との関係を分かりやすくしております。

　それから、８ページでございます。

　具体的な重点施策の内容ですけれども、「豊かな心と健やかな体の育成」といったページの中にいじめ対しての考え方が載っていないのではないですかという意見をいただいておりましたので、一番最後の段落で「いじめは絶対に許さないという気持ちを醸成します」という、こういった施策の中で目標の取り組みを改めて記述しておるところでございます。

　それから、次に１２ページをお開きください。

　１２ページの（４）体力づくりの推進ということで、今回、体力向上策として行動体力、それから防衛体力といった文言そのものについてのコメントを加えているところでございます。

　それから、まだ検討としてはでき上がっていませんけれども、この防衛体力の向上に向けて、例えば食育の視点といった部分についてといったような変更を加えていきたいと考えていまして、ご意見は反映しておりませんけれども、中に食育といったようなことも組み込みますということで、加える予定でございます。

　それから１３ページをご覧になってください。ここの特別支援教育の充実というところで、先ほどパブリックコメントの中で、発達障害の子たちがいるということが、何かとても悪いことのような記述があるということもありましたので、そこのところについては受け入れられる形に改めているところでございます。

　次に、１９ページです。学校図書館の充実というところです。

　これは、現時点では、この前の記述から変わっているところはありませんけれども、予算の折衝の中で、なるべく早く多くの学校に図書館司書を配置するという方向で、今、検討が進められておりまして、この機会にということはなかなか難しいことかもしれませんけれども、もっと早く全校に拡大できるような方針で今調整がつきそうですので、その調整がついたときに、前倒しで図書館司書の配置をしていくというような形で改めていきたいと思います。

　次に２３ページの教育支援センターの整備・推進というところで、今般、本庁舎南館の改築に伴って教育支援センターを併設することを整備しましたので、そういったところとも合わせた検討、この平成２３年から平成２５年の間に教育支援センター整備が行われることについて、順次進めていきたいと考えております。

　それから３０ページ。これは重点施策の６番で、地域人材による学校・家庭支援の促進ということですけれども、これは一番最後のパラグラフのところで、今年度行われている板橋区青少年問題協議会の中で議論されている内容ということについても加えているところです。

　それから、３１ページをご覧ください。

　“あいキッズ”の推進というところですけれども、これまでも、これは平成２４年、平成２５年の事業計画については計画を進めていって、まだ具体的な学校名は出ていなかったんですけれども、これも実際に公表するまでに、個別の学校名を含めて決めていく予定です。現時点ではまだ入っていませんけれども、もう少ししたら決まりますので、この部分についてはしっかり書き込んだ上で公表する予定です。

　大きな変更点は以上のとおりです。

　それから、冊子的に厚くなっているのは、５３ページ以降の事業数１８０の事業、全体のそれぞれの事業名ですとか、事業の内容、それから平成23年から27年に向けての目標事業量・方向性についても記述しているところでございます。

　それから、言い忘れましたけれども、重点事業の中でも、前回、中間のまとめとして報告したときには、平成２３年度から平成２５年度までをまとめて報告しておりました。それはまだ予算の公表、それから今審議している内容が公表できないということがありましたけれども、これも最初のまとめにおいては２３年度という期間を区切って、それぞれのなかでそういった協議もしていくという明記しております。ただ、プレス発表が今月の２７日にありますので、それとの兼ね合いがありまして、今の時点で明確にはし切れないところはありますけれども、次回か、その次の教育委員会までには内容を固めまして、それらを審議するようにしていただきたいと思っております。

　現時点では、もう一度皆さんにお示しをして、委員の皆さんの意見をいただいた上で、最終的なものとして公表したいと思っています。

　それから、２枚目の一番最後に今後の主なスケジュールということで、項目を挙げさせていただいております。本日、教育委員会で、この案については審議をするということになっております。

　それから、次は２４日に代表校長会、これが第２期計画策定委員会を兼ねているので、そこでも報告・審議をしたいと思っています。

　その後、１月２５日に庁議、２月に区議会、４月の上旬に公表していくという流れです。

　教育委員会では、本日説明をさせていただき、できましたら、１月１８日ぐらいまでに皆さんのご意見をいただきたいと思います。意見を受けた後に、１月末か、来月の頭の教育委員会最終的にまとまったものについて、報告させていただきます。　大変雑駁ですが、以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　ここ１カ月ぐらいで急激に進んだのは教育支援センターだと思います。そこの議論の中でも、教育委員会はどのくらいそれを求めているんだみたいな話もありますし、逆に言うと、形がこれだけ見えてきたわけですから、何かもう少し突っ込んだ内容にできるといいなと。

　課題としては、組織、例えば教育委員会と支援センター組織の関係ですとか、人選とか、ソフトの部分を大分具体的にしていくことが大事になってくると思うのですけれども、今日は、ここに注力しているということが明確に伝わるような形にまでもうちょっともっていけるのではないかなと思うのですが。形が見えてきただけに、もう一歩踏み込んだ議論とか、そんなこともできるような形になってきたというふうに感じました。

　以上です。

庶務課長　　いずれも、平成２５年度までに教育支援センターを整備しますという書き方よりは、分かっている部分もありますので、そこはちょっと踏み込んで記述していきたいと思います。

教育長　　２３ページのところの書き方なんです。ここの中の文章で内容的なものを、もうちょっと踏み込めるかなと思いました。そうすると、教育支援センターとは一体何なのというのがもっと見えてくるかなという感じがします。

　体力づくりの推進、１２ページの重点１の４なんですけれども、ここのところで文章を随分直していて、いわゆる行動体力だけではなくて防衛体力面について入れて、健康づくりというようなところも重要だろうということが上段には書いてあるんですけれども、実際の事業になったときに、重点事業は全部これ行動体力のところになってしまっていますよね。

　それで、後ろの方の事業一覧を見ると食育だとかが出てはくるのですが、これだけでいいかなという、ちょっと足りないのではないかなという気持ちがあります。

　というのは、先日、学校歯科医の皆さんと話をする機会があったのですけれども、ずっと見ていて、歯の健康だとか口の中からの健康づくりというのは物すごく今大切だと言われ始めてきているところですけれども、そこの部分というのは何もしていないですよね。

学務課長　　そうですね、今のところは。

教育長　　やっぱり、この体力づくりの中で、重点事業でなくてもいいですけれども、事業一覧のところに、歯の健康づくり、虫歯を治すだけではなくて、口の中から健康をどうつくっていくのかというあたりのところの事業が載ってきていいかなと思いますので、ちょっと検討していただけないでしょうか。

学務課長　　それにつきましては、学校歯科医ともコンタクトをとりながら、ご意見をいただきたいと思っておりますので、修正していけるところは修正していきたいと思います。

庶務課長　　これは前回から指摘があるところで、防衛体力だけでも行動体力でもだめで、両方の視点を重視という意見がありました。それで、食育は触れていこうということになっておりますということと、１校園１取り組みの実施という中で、必ずしもこれは行動体力の向上の取り組みそればかりではなくて、食育とか健康づくりについても取り組むということも含めて、生活面での防衛体力の向上についても入れていこうとかんがえています。

委　員　長　　ほかにございますでしょうか。

今井委員　　１７ページですが、この間、副校長の方とちょっとお話しする機会があったんですが、やっぱり不安があるのかなと思いまして。話していると、確かに時系列で見るとそういうふうに受け取れるように……。

　まず、入れ物。教科センターがあるよというふうに学校側は受け取っているし、教科センター、オープンスペース方式だよというふうに、確かに時系列で見るとそういうふうに話が出たよねというのが、確かにそのとおりですが、この１７ページの前半の方で学力の三つの要素、それから下の方のオープンスペース方式と教科センター方式の導入の２の文章で、まずここですよね。重要度が大きい方に変えていく必要があるのかなというのを感じたところで、例えば、広く大きく、日本の教育用語だとよく分からないんですけれども、アクティブラーニングというふうに今言われている、こういう主体的に学ぶという、その主体的に学ぶ指導方法が切実な悲願なのですが、それについて色んなところに日本で優秀な先生方が歴史的に色んな試みをやってきているわけですよね。

　例えば、ぼーっと聞いているだけではなくていかに学んでもらうかという部分。それが多分、学校とか先生方の日々の研究活動そのものであって、それで例えばワークシートを使おうとか、話し合いという形にしようねとか、色んな戦略を工夫しようねとか、色んなことを気づかされる先生がたの研究活動、やっぱりアクティブラーニングといわれているものを通じて。

　今回、オープンスペース、教科センターにこだわっているというのは、それをさらに推し進めていったときに、今まで先生方の視点になかったようなタイプのアクティブラーニングを目指す、例えば色んな国の色んなところが目指している指導方法で、今まで板橋区では余り馴染んでなかったようなことも、多分、今後、重要になってくるだろうといったようなことを色々と考えていったときに、例えば、閉じられた１つのクラスという、自分が仲間みたいな、村みたいな形でいっていいのか、開いていく方がいいのかというところにまず行くし、そのアクティブラーニングの、これはもう具体的に板橋の先生のもとでオープンスペースを使った授業の様子を聞いたことがあるんですが、２クラスがあって、オープンスペースがあって、その２クラス合同のグループがあって、その見通しのいいところにプロの先生が座っていて、質問コーナーがあって、そのグループワークが行き詰ったときにそこに行くみたいな、そんな授業形態とか、例は１つしか挙げられませんが、とにかく色んなアクティブラーニングに利用してもらうためのスペースとしてオープンスペースなり、中学校でいえば教科センター方式が期待されるわけです。

　そういう入れ物、空間デザインのもとで自由に、生徒たちにさらにアクティブに学んでもらう方法に向けての研究を続けていくとどうなるのといったような論調でいくのかなみたいな話をしたのですが、これまでのバックグラウンドにもちろん、そういう気持ちがこちらにあるんですけれども、学校側にすると改築ですね、オープンスペースで、教科センターでみたいに。そちらが、当然、学校からすれば話が出てきた順序ですから、これはもう今の段階ではしようがないかなというのももちろん分かるんですが、だんだんこういう文章の書きぶりで、少しずつ起承転結の再確認というか、みんなでだんだん変えていけたらいいなと。すみません、長い割りに具体的ではなくて。

教育長　　今年の１月１日から朝日新聞が「教育あしたへ」という特集を組みましたよね、７日までで。それの意図はちょっとはっきり読み取れなかったんですけれども、１月１日号の１面、２面を使っていたのが、授業研究、授業をどう、今言った、主体的に子供たちが参加をして、対話の中で授業を進めていくという授業改善をどう行うかという、そこに視点を合わせた記事だったんです。すごいなと思って、本当にこういうことを突き進める時代なんだなということを感じて、新聞を読みながら感激したんです。

　今井先生がおっしゃったように、確かに１７ページからのところで、なぜオープンスペース、教科センターの建築様式にしたのかというそこの部分をちょっと読み取れないかなと。せっかくこれだけスペースがあるので……。

今井委員　　教科センターのいいところも分かるし、書かれてはいいんですけれども、・・・というか、構成というか……。

指導室長　　現実的には、オープンスペース方式、教育支援センター方式の導入というのは、あくまでも板橋区が目指す授業改善の起爆剤としての位置づけ、今、今井先生がおっしゃったような形なんですが、やはり、学校現場はまさにハードありきという認識がまだまだ深いので、今、指導室としてもそのあたりの意識の変更を図るために、授業改善というものを大きく出して、その授業改善は決してこのオープンスペースだけではなくて、フィードバックもそうだし、それから保幼小中連携もそこにかかわるし、教科センター方式、教育支援センターもそうです。

　つまり、総体として何を目指すのかというところで授業改善。では、その授業改善で目指すものは何かというところでは、今のところ、私どもとして考えているのは、１つは問題解決型の学習。それから共同学習的なもの。細かいところでは指導と評価と支援の一体化といったような、副次的な子供への支援に向けての事業といったものを具体的に出して、板橋区の公立学校においてはこういう事業を進める、そのための手段として色々な施策があるんだという方向でもっていくための資料を今つくっているわけですが、そういったものを職員と、あるいは区民の皆様にも提案していくというところで考えております。

　ですので、このオープンスペースだけが授業改善の１つの大きな柱ではなくて、その１つではあるけれども全体ではないんだというところにもっていきたいと思うのですが、今回、この１７ページについては、そうすると、例えばオープンスペース方式のこのゴシックの部分を頭にもってきた方が理解されやすいんでしょうか、逆に言うと。

指導室長　　その辺はもう１回検討させていただきたい。

本山委員　　それと、オープンスペースとか教科センター方式をハードの面で捉えると、全校に普及するには何十年とかかるわけなので、ハードだけではなくてソフトの面でこれに近づけることは、板五中がなさっていたような、そういうものは、今井先生がおっしゃったようにアクティブラーニングが肝心なんですよね。参加型の授業が肝心なんですよね。余りにオープンスペース方式、教科センター方式とハードの面を強調してしまうと、そこのところが心配です。

教育長　　その辺のところは、一応、書いてはあるんです。「また、研究校の準備・研究活動を公開し、これからの授業のあり方について区内全小中学校に発信し、授業改善につなげていきます」ということで書いてあって、この事業そのものは平成２３年度からのことには、このオープンスペースなり教科センターができたときに、そのハードを使いこなせることを含めて、人材をどうつくっていくのかという、授業改善に必要な人材をどうつくるのかというのが具体的な事業になっているんです。なんですけれども、その辺が分からないです。

今井委員　　だから、こういう建物だよと分かりやすい、オープンだとか教科センターだとか、そういうのを入れて出していく。中身に関してはそういった、納税者への納得とかそういうのは大事ですから、これはこれでいいのではないかと。

　あとは、では、問題解決型とか協同型といったときに、では、その状況でもいいのではないのかと多分先生方は思っている。もちろんいいし、さらに色々展開ができるということなんですけれども、もうひと工夫。

　教科センターにしろ、オープンにしろ、決定的なねらいというのは、４月にクラスが編制されてそこが仲間だよという、いわゆる伝統的な村的な感覚でうちのクラスとそれ以外、あるいはうちの学年とそれ以外、うちの学校と、それ以外と重層的な村とか地域をつくって、中は仲がいいけれども外は対立みたいな、ちょっとすごく抽象化してしまいましたが、そういう心理をベースに育っていく子供と、そうではなくて結構ぐちゃぐちゃになっている、あるいはぐしゃぐしゃというか、クラスを超えて学習集団がつくられるようなことが結構あって、それがそれなりの期間でメンバーが変わっていくとか、教科センターに集まって自習をしようとしたときにいるメンバーが違うという状況が普通として育った子と、社会の市民力というか、民主主義の担い手として、市民の担い手としての能力が、どちらが養成されるかというと、現行の方式では、学級会だとか学芸会だとかそういうときに、本当にこどもたちをぶつからせながらルールとか民主的な決め方とか、そういうのを先生が教え込んでいくというか、物すごい努力で、ぶつかり合いながら知る機会を、先生方が上手にクローズドにプロデュースしているというのが日本の教育の伝統的な「学校」ですけれども、それがすごく重要だと思うんです。

　もうちょっと一歩奥にいくと、子供たちが常に、うちだから信用できるし、信用しなければいけないし、信用されるようにならなければいけないという規範でいくのか、実際に子供たちが自由に動きながら、どういう人が信頼できるのか、何で信頼されないのかということが常に学習されていって、誰とどう話せばどうなるのといったような、大人になって必要なことの練習がかなり上手に学べるというのが、多分、この２つが世界的に広がっている理由の１つなのだと思います。

　ですから、そういうのは、この１７ページに多分書けない。ようやく、そういう比較可能で、研究対象としてやり出したのはごく最近で、社会心理学か倫理学の系統でそういうことの研究がようやくこの１０年ぐらいで始まって、それはゲーム論、数学の領域をベースにした調査、アンケートにしろ、コンピューターベースの実験にしろ、そういうので出てきているとこなので、まだ文章化はできないことなんですけれども、全体に、オープンとか教科センターという現行の色々な学校の姿から思い描かれるこの２つの方式のビジョンは、もっと確実にあると私は思うので、それはこういうところには書けないかもしれませんが。
指導室長　　今、今井委員がおっしゃった、例えばオープンスペースを持っている学校の１つの特色は、学級経営から学年経営というような形、あるいはクラス担任から学年担任、あるいは学校担任というような広がりが必然的に生まれてきているというのが現実ですので、今のお話のように、オープンや教科センターにおいては、クローズドの世界からオープンの世界、これは教員も子供もそういった派出で広がっていくというようなベースの思想は大事にしてまいりたいと思います。

本山委員　　大洗南中学校に行ったときにすごく感じたんですけれども、全員参加型の授業を推進するときに、どの子も発表するということがすごく大切になってきて、どの子も発表するためにはどの子も自己肯定感を持つということで、大洗南中学校の発表で、自己肯定感を持てるようにずっと取り組んでいらしたというのが印象に残っているんです。

　このオープンスペースだとか教科センター方式だとかの参加型の授業を見ていくと、本当にただいるだけの子が、私、実は板橋区内の授業参観をしたときには、こういうグループ授業だと、ただいるだけの子というのが気になっていたんです。大洗南中学校に行ったら、ただいるだけの子というのは１人もいなかったんです。それがすごく印象に残っていまして、この自己肯定感を育まないと全員参加型の授業というのは難しいのではないかなと思っていまして、そのことをどこかに入れるといいのかなというのを今感じていました。

指導室長　　今のお話ももっともですし、つまり自己肯定感と自己有用感というのはすべてに通ずるもので、それをこのオープンスペースのところだけに入れ込むということがどうなのかというところが実はあるところです。

　例えばフィードバック、確かな学力を定着させるためにも、やっぱり子供たちに「分かった」とか「できた」という自己肯定感や自己評価を持たせることが重要だと思いますし、科学教育においても、子供たちが理科に対して興味を持っている、分かりたい、知りたいというようなもの、そういったものというのは本当に、いわゆる学力、主体的に学科に取り組む態度という、関心、意欲につながっていくというところですごくベースなので、それをあえてここだけに組み込むということについては非常に難しいことなのかなというところを、今お話を伺いながら、重要なんですけれども、そこに難しさがあるかなと感じました。

　ただ、重点５でベースをつくってねというのが全体の要かと思いました。

今井委員　　　すごく細かいところなんですが、１７ページの①、②、③の囲みの下の６行目、「指導力の高い教員を育成することが必要です」とあって、そういうところでかちんとくる読み手が多いのかなと思います。

指導室長　　求める指導力も変わってきていると。

教育長　　その部分ですけれども、今、今井委員さんがおっしゃった、その部分をどうこの文書の中で分かってもらえるか。オープンスペース方式だとか教科センター方式という学校の校舎の様式を変えるというのはそもそもハードのところで、だけれども、形が変わることによって教育を変えていくということも１つのきっかけにしようということで今回やっていくことになったわけですから、今、形を変えることで教育の指導の形も変わっていかなければいけないという、そこの部分ができる教員をどう育成していくのかというところのハードとソフトの両方がないといけない。将来的には、その育成は教育支援センターできちんと捉えていくということつながっていくんですよね。

　そのベースには、教育支援センターができるということでフィードバック学習が生きていくというふうに、全部一連のものかなと捉えているところなんです。

庶務課長　　現時点で書き切れるところと、今、今井先生がおっしゃったように、出発点がこれだけれども、少し時間がかかっているところで、その手段がハードの部分という段階で、順番をかえて、ハードの整備だけではなくて、目指すところは問題解決型の授業を実現するという、それだけの手段が色々とあるということかなという……。

委　員　長　　ほかによろしいでしょうか。

　以上、色々と文言等も変更されておりますけれども、文言の変更だけではなくて、中身についても反映されるように期待しております。

○報告事項

２．家庭教育フォーラム「小学校入学前に身につけたいこと～生活習慣の大切さと

　　身につけかた～」の開催について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料生－１）（生涯学習課）

委　員　長　　報告２に移らせていただきます。「家庭教育フォーラム「小学校入学前に身につけたいこと～生活習慣の大切さと身につけかた～」の開催について」、生涯学習課長より説明願います。

生涯学習課長　　それでは生－１の資料をご覧ください。

　この家庭教育フォーラムですけれども、昨年度から取り組んでまいりました家庭教育ガイドラインにつきましては今年度の７月にできまして、板橋区として、家庭教育支援にこれまで以上に取り組んできたこの２年間でございますけれども、ということもありまして、こういう契機に何かフォーラム的なものを開催したらいかがかと、これはたしかこの教育委員会の中でのご意見だったと思うのですけれども、それを受けて今年度実施するものでございます。

　そのテーマ設定なわけですけれども、この家庭教育ガイドラインの作成委員会の中で、この家庭教育支援というのは０歳から中学生までの子を持つ家庭に対して様々な視点が必要であろうというお話しができたわけですけれども、ガイドラインもそれなりの広範囲な長期間にわたる家庭教育支援ということでつくられているわけですけれども、その中で各委員が口をそろえてお話ししたのが、どの時期も大事だけれども一番大事なのは乳幼児期だ、乳幼児期の子を持つ家庭に支援すべきだ、重点的にすべきだというようなお話でした。

　それで、今回のテーマも、乳幼児期の子を持つ親を対象とした家庭教育フォーラムということで、副題としまして「小学校入学前に身につけたいこと～生活習慣の大切さと身につけ方」ということでございます。

　開催日時は２月２０日、日曜日の午後でございます。区立文化会館小ホール。もう既に、明日の「広報いたばし」で周知をする予定です。別添の黄色のチラシの方を広く配りまして、参加を募るということもしたいと思っています。

　このチラシの裏面の方をご覧になっていただきたいんですけれども、大きく講演とパネルディスカッションに分けられておりまして、司会進行の方を板橋区在住の落語家の三遊亭萬窓さんにお願いしまして、講演の方を鈴木みゆきさん、和洋女子大学の先生ですけれども、こちらの先生は文部科学省や東京都の家庭教育支援の様々な会議の委員さんでもございまして、特にこの乳幼児期の子を持つ家庭教育支援の重要性を謳っている方で、この分野の第一人者の方でございます。

　パネリストの方で谷田委員と本山委員にぜひご参加いただきまして、パネラーとしてご意見をいただけたらと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

　説明は以上なんですけれども、事前申し込み制というのを今回とっておりまして、どれだけ集まるかというのもちょっと不安なところもあるんですけれども、大勢集まってもらえたらと思っているところです。

　以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　その他の一時保育というのは、要は、お子さんを連れても来られますよということですね。

生涯学習課長　　はい。３歳、４歳、５歳児の保護者を中心に周知をしていますので、大きいお子さんはそのまま入っていただいても結構ですし、ご兄弟がいらっしゃるご家庭で０歳とか１歳とかという子につきましては、一時保育の方に預けるということもできます。

今井委員　　バーコードの申し込みというのは、今、携帯でやってみようと思ったのですが使い方が。

生涯学習課長　　この辺は、昨年度に家庭教育ガイドラインの意見を聴取する機会を新河岸幼稚園でしたかで持ったときに、保護者の方から色々とご意見をいただいた中で、今は皆もう保護者は携帯でやりとりをしているんだから、こういうバーコードでやるというのも取り入れたらどうかという意見をいただきまして、それをちょっと参考にやってみたものです。これをやると出ますので。携帯に打ってやれば申し込めるものです。

委　員　長　　よろしいでしょうか。

　では、当日は谷田委員、本山委員が参加されるということで。

○報告事項

３．人事情報（１２月分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－１）（指導室）

４．中学生審議会報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－２）（指導室）

５．平成２２年度フィードバック学習検証調査結果について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指－３）（指導室）

委　員　長　　報告３「人事情報（１２月分）」、報告４「中学生審議会報告」、報告５「平成２２年度フィードバック学習検証調査結果について」、指導室長から順に説明願います。

指導室長　　それでは、資料指－１でございます。人事情報ということで、１２月３１日現在の教職員数は括弧の休職者なども含めまして総勢１，８１２名であり、１１月末から２名減少いたしました。

　動きの内訳といたしましては、退職が２名ということでございます。１人は希望退職、もう１人は病気休職からの普通退職ということでございます。

　休職者全体として７４名で１名増えているのは、病気休職に入った者が１名、育児休業に入った者が２名の３名に対しまして、病気休職から普通退職した者が１名、そして育児休業から復職した者が１名で、差引１名増ということになっております。

　なお、ここに（１）校長１２月３１日付退職とありますが、これは１２月３１日までは上の表の中にまだ入っておりますので、あえて今ご説明をしなかったということでご理解いただければと思っております。

　裏面でございますけれども、非常勤教員につきましては、学習指導講師が２名退職しております。これの退職につきましては特任ということでまた違う学校に講師としての勤務ということになりましたが、この２名については、早速１月１日付で補てんができているという状況でございます。

　以上です。

　続いて、中学生審議会のご案内でございます。

　毎年、委員の皆様にご協力いただいております中学生審議会でございますけれども、例年どおり三回を予定しておりまして、既に１回目、２回目が済んでおります。

　今回、今年度の内容につきましては、いじめ問題を取り上げております。いじめのない学校生活を送るために取り組めることは何かというような具体的な内容で、第１回目についてはフリーディスカッションをしながら、子供たちに身近ないじめ体験等も含めて色んな話し合いをして、では、子供たちが一体どういう環境にあれば安心できるのだろうかといったような話し合いをしました。

　そして２回目は、そういった話し合いを学校に持ち帰って生徒間で話し合う中で、今年度のいじめに関するスローガンづくりということで「今日も鳴っている心のサイレン」というスローガンに決定いたしました。

　さらに、「あなたの学校でいじめのない学校生活を送るためにどのような取り組みができるか」といったようなことも話しながら、これを各学校に持ち帰っていただいて、３回目に向けてということになると思います。

　裏面をご覧いただきたいと思います。

　３回目につきましては、毎回のことでございますが、教育委員の皆様にもお入りいただいて、子供たちとの懇談ということになると思います。

　日時は１月２２日土曜日、１０時から１２時。

　場所は板橋区役所９階の大会議室ということでございます。

　次第としては、別府委員長の方にあいさつをいただいた後に来賓のご紹介、そして、中学生審議会の趣旨説明をした後で話し合いに入ります。

　ここに書かれていますような８班編制で進めたいと思います。各班の方にそれぞれの先生方に入っていただければと思っております。

　話し合いの流れといたしましては、ここにありますように、基本的には、③の「いじめのない学校生活を送るために、板橋区立中学校２３校全校で取り組めることは」ということをメーンに置きまして、ここを中心に話し合いを進めていって各グループでそれを発表していただいて、最終的には１つの行動目標を決定していくという流れでございます。

　昨年度は大変進行がもたついてしまいまして、どうも伸びているというところがありましたので、今年は反省を生かしながら進めさせていただきたいと思います。

　委員の皆様には、ぜひとも子供たちの声を聞くとともに、委員のお声を聞かせていただければと思っております。

　なお、もしできれば、今年度は、この中学生の審議会の決定事項あるいは行動目標が、小学生に対してはどんなことができるのだろうかというようなところまで話し合いが進めばということで、これも１つの小中連携の一環として捉えているところでございます。この話し合いが終わりましたところで、今井委員の方から所感というところでお話し合いをいただければと思っております。よろしくお願いいたします。

　以上でございます。

　そして３つ目でございますが、「フィードバック学習の検証調査結果について」ということで、資料をご用意させていただきました。

　フィードバック学習の日程については、これまでもご案内しておりますように、４月２６日にふりかえり調査を実施しまして、６月７日に個票や結果を各学校に返却し、その後、各学校ごとにフィードバック学習の取り組み、あるいは分析・考察をしてもらいました。

　また、６月から７月にかけて、指導室独自でも今井先生のご指導のもとに分析等を進めて、その結果を各学校に指導主事が１個１個説明をして、それを授業改善推進プランあるいは日常の教育活動に生かすようなアドバイスをしてきたところでございます。

　そして、今回検証調査を行いまして、１０月１８日から２２日までの間に各学校で実施日を調整してもらいました。対象は、今年度については全小学校、全中学校の５年生、２年生を行いました。

　内容的には全部のものをやったということではなく、正答率の低い問題を中心に、小学校は国語、算数、中学校は国語、数学、英語を、１単位時間、４５分、５０分の中で行いまして、また、全校に活用状況調査、どういった活用をしたのかといった調査も行ったところでございます。

　検証調査の結果についてでございますけれども、ふりかえり調査は、基本的には基礎的・基本的な問題に特化したという点からも、恐らくこの検証調査については上位の方の点数の伸びというよりは、むしろ下位層の伸びが反映されていると考えられます。

　そういう中で、小中学校ともに、すべての小中学校で成長率が上がったということは大変喜ばしいことでありますし、ご覧いただきますように、小学校においては４月、１０月の正答率の平均が約８ポイント上がっています。

　さらに、４月に４０％台、５０％台、６０％台だった学校が３５校あったわけですが、これが１０月には約４分の１の８校に減ると同時に、７０％台、８０％台が非常に増えてきているということも見てとれると思います。

　さらに伸び率ですけれども、小学校の平均は８％ということでございますけれども、それを上回った学校が１６校で約３０％、１０％以上という非常に高い伸び率を示している学校もございます。

　同様に、中学校におきましても４月から１０月で正答率は約６％アップ。そして、これも５０％、６０％台の学校が半減したという状況で、７０％台が大幅に増えてきている。さらに、中学校の場合は伸び率が平均６％でしたけれども、それを上回った学校が１２校で約半数に上がっているというようなところでございます。

　また、今回、この伸び率が小学校においては１０％以上、中学校においては８％以上の学校には直接個別に当たらせていただいて、どのような取り組みをしているのかというのが裏面でございまして、伸び率の高い学校の取り組みというところで、基本的には各学校とも、こういった伸び率の高い学校において共通して言えるところとして６点。

　１つは、分析・考察作業が徹底されている。つまり、教職員できちんと分析や考察をして、それを実践に結びつけているといったことが上げられると思います。

　それと並行して、決まったことを全校体制で取り組みを行っている。学年や教科まかせにせず、学校としてどういうことを進めていくのか、そして全教員で取り組んでいくというところに特徴が上げられております。

　そして、ふりかえり調査の個票、あるいはフィードバックの教材の配付の工夫については、まず、中学校においては夏休み前に基本的に三者面談の活用をして、結果とともにフィードバック教材をその場で渡すことによって、子供たちと同時に保護者にもこのフィードバック学習の意図や具体的な活用について説明ができた。

　小学校においては、基本的には６月中に子供たちに示しながら、７月には保護者面接でやっぱり保護者にも伝えているということで、小中ともに伸び率の高い学校においては保護者にこういった事実をきちんと伝えているというようなところが挙げられると思っております。

　フィードバック教材の配付の工夫は、本来的に指導室の考えとしては個票に基づいて必要に応じて配るという形をねらっていたのですけれども、フィードバック教材を全部印刷して冊子にして配付しているというような学校が予想以上にありましたし、配付先も対象学年だけでなく、例えば小学校であれば６年生全員に渡しているという学校もございました。

　それから、フィードバック教材の活用の工夫というところでは、生活時程の中にきちんと位置づけて、放課後も学習指導講師を活用した特設した時間帯をつくっている学校。さらには、授業の中にもそのフィードバック教材や繰り返し調査の内容等を入れ込んでいるようなところ。さらには、朝学習や放課後教室、夏季休業・冬期休業中のフィードバック教室の開催といったようなところ。そして、宿題という形で家庭学習としての位置づけもきちんとしているというようなところがございました。

　そして、これは、先ほど申し上げましたように、子供や家庭への働きかけということをどの学校も十分にしたことによって、やらせっ放し、渡しっ放しではなく、きちんと相互理解した上でこういったものを活用しているといったところが、伸び率の高い学校については基本として見られたところでございます。

　なお、フィードバック調査につきましては、来年度以降、各学校に数値目標として、伸び率あるいは正答率を各学校に当てていただくように今考えているところでございます。

　以上です。

委　員　長　　以上の３件につきまして、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

本山委員　　（１）の④の７月末から８月というのは、今お話を聞いていましたら、これは６月から７月の誤りですね。

指導室長　　間に合わなかったんです。夏休みに入ってからというような形で。

本山委員　　そうですか。このままでよろしいんですか。

指導室長　　そうでございます。

今井委員　　予想以上の結果をいただいたのですが、この試験との関係でちょっと色々やってみたいことがあります。それから、この裏面のこういう調査の内容はいいですね。こういう調査をして、ここで関係者にヒアリングをしていくというのは、本当にこれはもう文科省ではできないですから。市区町村教育委員会の本当にすごい機運もあったというか、そういう部分ですね。

　それから、最後におっしゃっていた数値目標は、できれば、どうなんでしょう、９０％の子が正答率８５％になるみたいな、何かそういう分布とセットの方がいいのかなとちょっとそんなふうに思えるのですが。

　そしたら、要するに、正答率８０％以上が何％ぐらいみたいな形で、かつ、９０とか９５の子が何％みたいにやると、そういうふうにやった方が、良いかと思います。正答率を単純な平均値としてターゲットにしてしまうと、数値目標をクリアすることが目標になってしまい、色んなことが起こってくる可能性があります。

委　員　長　　要するに、問題としては基礎・基本の問題なので、一部の人を選択するという試験ではないから、結局１００点とは言わないんですけど。今、今井委員がおっしゃったように、９０点以上をとっている人が何％ぐらいまでいっているかというあたりが一番大事なのかなというようなところです。

　２回目の試験のときに、前の試験で成績のよかった子は２回目の試験をやるのが何となくばからしいような空気になってくるのではないかという、その辺のところが問題になるのかなという。

指導室長　　現実的には、そっくりそのまま同じものというよりも、こちらでピックアップしている部分もあります。問題の内容によっては、悲しいのですが正答率が下がっているところもあったりします。その辺は、例えば漢字なんかも、普段使っている漢字か、いない漢字かによって、タイムラグがあることによって正答率が下がるということも考えられるかなというところで、そういったことも含めて、上位の子供たちも改めて自分の力を見直すという意味合いで活用させていただきたいと思っております。

教育長　　結構、すごく評価できる、嬉しい結果が出てきたと思うのです。全体で伸び率がこれだけ、どこの学校も伸びているというところがすばらしいと思うのですけれども、さっき話がありましたように、来年度からの数値目標に関しては、数値目標が目的にならないように、その部分だけは注意をしてもらいたいと思うのです。

　これは、あくまでも基礎・基本を習得させる。特に、下位層の子供たちをどう上げていくのかというところが重要なので、そう簡単にぐんぐん伸びていくということはないだろうというふうな見通しは持っています。余りその伸び率というところだけを目的にしないように、どういう取り組みをしていくのかという、そこのあたりを、学校としっかり他校との比較によってできるようにしてもらいたいと思っています。

本山委員　　先日、成人の日の集いに参加して、地域の方たちと一緒に話をしましたら、先ほど、教育長がおっしゃったように、朝日新聞がシリーズで今年の初めから取り上げたこともあるんでしょうか、私が行ったからなのかもしれませんけれども、成人の日の集いが始まる前に教育に関するお話がでました。現在板橋区がこういう底上げしているということを、本当にこれだけ先生方が真剣に取り組んでくださっているので、皆さんに知ってもらいたいなと思いました。

　町会の会長とかそういう方たちなので、実際にはお孫さんも学校に行っていなかったりするのかもしれませんけれども、すごく教育のことを心配してくださっているんです。

　板橋区が先頭を切って教育を何とかしていきたいという思いを皆さんがお持ちで、それで板橋区は今こういう取り組みをしているんですよというお話をしたんです。本当にすばらしい取り組みですので、区民の皆さんに知っていただいたらいいなと思いました。

谷田委員　　先ほど室長から、基本的な問題なので、伸び率が、平均で見てもそれはある程度異なっていくのかなと、今井委員に聞いたほうがいいのかもしれませんが、例えば下のひげの長さとか箱の大きさとか、そういうことで確かにボトムアップする効果が出ているなというのは何か……。すみません、変なことを言ってしまいました。

　それともう１つ、すぐどうこうということはないかもしれないですけれども、例えば、子供たちが学ぶ姿勢とか姿とか、そういった変化が子供たちの中から出てきている事例があるとか、またそういったことを通じて、保護者から「うちの子供は何か変わりましたね」みたいな話が、小さいですけれどもそういう、すくなくても何例か出てくると変わってくるのではないかと思うのです。こういったものを大事にしていくといいのではないかなと思いますし、是非、教育現場の皆さんもそういう、子供がこういうことをと言い出したとか、保護者からそういうことを言われるようになったとか、小さい話をうまく集めていただいて、そういったものを蓄積していくということも大事なのかなと思います。

指導室長　　ちなみに、実はここには載せておりませんけれども、ある学校からは、なかなか学習についていけない子供たちが、このフィードバック教材というのはステップバイステップの教材なので、それによって継続的に持続的に意欲的に取り組めるようになってきたという声はいただいています。ただ、保護者とはまだそこまでいっていないんですけれども、大事にしていきたいと思います。

教育長　　先日、中学生の保護者との話の中でも大分宣伝をしたんですけれども、今はまだ保護者の方の意識は少ないですよね。「そんなのをやっていたんですか」というような感じで。

　今のところ１学年だけですので、その学年の親でないとなかなか分からないのかなと思いますけれども、来年度はもう少し学年の幅を広げていけそうなので、継続して小学校から中学校へつなげていくということも念頭に置いて、親の方にももっとＰＲをしようかなと思っています。

本山委員　　いずれにしても、これは本当にすばらしい研究で、年を重ねるごとに結果は確実にいい方向に出るだろうなと思っています。

指導室長　　来年もこういった資料が出せるように頑張りたいと思います。

委　員　長　　各学校には、フィードバックの結果はいっているんですか。

指導室長　　これも１番の（２）の⑥で、これから指導主事が回りまして、この資料を持って回って先生方にお知らせしたいと思っています。

委　員　長　　ただ、この効果とか、よくなったあたりを学校便りでＰＲしていただければ、全学年にもいけるんではないかと思います。

　いいでしょうか。

○報告事項

６．志村第六小学校の通学区域の一部変更について

　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料新－１）（新しい学校づくり担当課）

委　員　長　　それでは、報告６に移ります。「志村第六小学校の通学区域の一部変更について」、新しい学校づくり担当課長から報告願います。

新しい学校づくり担当課長　　それでは、資料新－１に基づいてご説明させていただきます。

　本件については、先般の教育委員会の中で概要についてはご説明させていただいたものです。

　大規模住宅の建設と、それから少人数学級の指針がありまして、志村第六小学校の施設がなかなか共用できないということで、通学区域を変更するものでございます。先般のご説明のその後の経過について、本日はご紹介させていただきたいと思います。

　１２月２７日、２８日に、地元住民に対する説明会を開催させていただきました。参加者につきましては、２７日は１４名、２８日につきましては５名、合わせて１９名の保護者の方にご参加いただいたところでございます。

　この説明会の中で、この通学区域変更についてお話ししましたところ、ほとんどの方からは、その状況については理解できるということで、反対するという意見はございませんでした。

　ただ、個別の事例がございまして、この資料の（２）の中の要望事項というところに書かせていただきましたけれども、様々な事情があるので、単純に通学区域を変更されても保護者としてはそれに対応することが難しい事情があるので配慮してほしいという要望が寄せられました。

　まず１つ目ですけれども、現在、志村第六小学校に兄弟が通っている場合、下の子が新しい学校に通うとなるとなかなか対応が難しいので、兄弟がそろって従前の志村第六小学校に通えるような配慮をしてほしいというご意見がありました。

　それから、今まで志村第六小学校に通うという予定でもって色々と進学の準備をしてきたところ、今急に言われてもなかなか気持ちの切り替えができないので、それについて配慮してほしいというご意見もいただきました。

　あと３つ目の点、これはちょっと難しい問題だったんですが、志村第六小学校を選択した理由ついて学童保育、こちらは夜７時まで実施しており変形保育で、これが非常に大きな選択の理由になっているので、その部分について、今回新しい通学区域の蓮根小学校は午後６時までで、仕事を持っている親としてはこの１時間というのは非常に大きな意味を持つので、ここへの対応を考えてほしいといった大きな３つのご要望が寄せられました。

　これにつきまして、私どもは関係の課と連携しまして色々と調整をさせていただきました。大きなところで対応が２つ、今こちらに示してございますけれども、今回、通学区域を変更するエリアにおきましては、調整区域ということで、希望された方については原則としてその希望がかなうように、志村第六小学校を希望された場合にはその希望がかなうようにという、優先的に配慮する区域として「調整区域」という設定ができないかということで学務課と協議をさせていただきました。

　そうしましたところ、色々な諸般の事情をかんがみまして、この方向で準備を進めたいというところで、今、担当の方で準備を進めているところでございます。

　これが制度上実現しますと、学校選択制で志村第六小学校を選択した場合には、原則として抽選をかけないで、兄弟関係があるという事情の次に優先されて志村第六小学校に就学できるという区域になってまいります。

　次に「あいキッズ」や学童保育の関係でございますけれども、これは担当の方に要望があったということを伝えまして、これにつきましては所管の方も状況について把握して、今後の参考にいただきたいということで、将来的な指針ということではしていただけたところでございます。

　これらの状況を説明しましたところ、こちらの参加者の方につきましては、本件を納得していただいたという状況でございます。

　これを受けまして、裏面の方に移りますけれども、これからこの通学区域の変更に関しまして規則改正の準備を進めさせていただきたいと思います。規則につきましては、別表の方の改正を行わせていただきます。

　これにつきまして、準備ができ次第、教育委員会に付議いたしまして、後日、改正を進めさせていただきたいと思っております。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　細かく対応を考えていただいてありがとうございます。この調整区域という考え方は、これは今までこういう例はあるんですか。

学務課長　　前回の、前野小と中台小の通学区域の変更の際にも使ってございますし、その前にもございます。

谷田委員　　この調整区域というのは時限立法ではないですけれども、期限的なもの、例えば今回のみとか２年間とか、何か、その辺はどのような考え方ですか。

学務課長　　これも、通常２年間を期限として切っていただきまして、そこはずっと学区域が変わっていないということになってしまいますので、一応２年間という期限付きでの調整区域ということで調整を図っています。

本山委員　　調整区域のお子さん皆さんが志村第六小学校に通学したいといっても大丈夫ですか。

新しい学校づくり担当課長　　これは１００％というお答えはできない状況にあります。ただ、数値的なことで言いますと、まず、小学校というのは通学区域のお子さんは全員就学したいと手を挙げたときに受け入れるだけの容量を持っていなくてはいけないという前提条件があります。

　まず、志村第六小学校は、今回の通学区域を変更したことによって、本来この通学区域のお子さまは全員受け入れることができるという条件に今なってきます。それで、中には私立の学校に行かれる方、学校選択制で別の地域に行かれる方という中でこの志村第六小学校のエリアから外に出られる方もあり、この余裕の部分につきましては、まず兄弟関係を優先して受け入れよう、そして今回、調整区域を設けるということで調整区域を優先して、その余裕部分で、あくまでも余裕のある中での優先ではありますけれども、現在の住民基本台帳の登録人数、それから過去の出入りの人数を勘案しますと、現時点では、この調整区域のお子さんにつきましては全員行くことができるだろうという見込みになっている状況です。

委　員　長　　当然ですけれども、その大規模マンションというのは調整区域外なんですよね。

　それでは、次に、委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。

　では、以上をもちまして、本日の教育委員会を終了いたします。傍聴の方は退席願います。

　なお、これから教育委員と事務局事務打合せ会を行いますので、委員と職員の方はお残りください。
午前　１１時　２０分　閉会
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